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経営者団体による「自助自律・自己責任」の展開
ーその提唱と帰結一
堀越芳昭
はじめに
2008年9月の世界的な金融危機・経済危機
の勃発にともない、アメリカ型金融(証券)資
本主義の崩壊、そのパックボーンにあった「新
自由主義」イデオロギーの破綻が白目の下にさ
らされた。それとともに、市場万能・規制緩和・
自由放任・小さな政府を推し進めた新自由主義
的政策は、その市場原理・競争原理・個人主義
の破綻をもたらした。それはまた本稿における
「自助自律・自己責任」といった新自由主義の
根本的な社会経済原理・人間行動原理の破瀧を
も意味するものであった。
この新自由主義が世界や日本に蔓延し、大き
な影響力を与えたのには一定の理由があった。そ
れは第lに、 1930年代-70年代にわたって大きな
影響力を有していたケインズ主義からの脱却の必
要であり、大きな政府の弊害やその経済的硬直性
が批判の標的になっていたからである。また第2
に新自由主義は、経済の領域のみならず社会の分
野や個人の生活の分野まで、すべての分野につい
て市場に委ねるといった強力性に特徴があったか
らである。そして第3に新自由主義は、個人の信
条や人生観をも決定づける近代的かつ現代凋な個
人主義・利己主義といった一定の人間観を根底に
有していたからである.その個人を決定づける一
定の人間観とは、本稿でとりあげる新自由主義の
「自助自律・自己責色であるといえよう.
以上3つの理由により新自由主義は、経済
原理や経済政策のみならず人々の行動様式にま
で重大な影響を与えたのである。したがって「自
助自律・自己責任』の破綻は数十年来の歴史的
な大転換を表しており、その克服は決して容易
なことではない。いま必要なことは、その根本
的な問題点が明らかにされ、それに代わる社会
原理・人間行動原理が示される乙とである。
本稿は、この「自助自律・自己責任」がわが
国でどのように提唱され、どのように推進され
ていったのかを検証し、その破綻と、それによ
る「格差社会」を超える道としての社会経済原
理・人間行動原理について考察するものであるω。
1. r自助自律・自己責任』対『格差社会」
「連帯と協同」の推移
いま「自助自律・自己責任」論の推移を概観
するために、「自己責任J(その肯定と批判を含
む)・「格差社会」・「相互扶助」・「社会連帯」
u相互扶助」・「社会連帯」を合わせて「連帯
と協同J)に関する公刊された論稿数の推移をみ
てみよう。 1988年以前 (1962年以前を含む)
から 2008年直近までのそれらの論稿件数を表
示したのが【図表 1]であり、国立園会図書館
NDL-OPACより検索し作成したものである.
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【図表1]r自己責任』・『格差社会」・「連帯と協同」
論稿教の推移
年;x 自己責桂 格差 相互 社会 連帯 幅 考計肯定批判 社会 扶助 連帯 協同
19回以前 o o o o 6 3 9 
1田2 o o o o o 
1田3 2 o o o 。o o 
1田4 o o o o o o o 
1田5 o o o o 。o o 
1田6 o o o o o o o 
1田7 o 。o o 2 o o 
1田8 o o o o o o o 
1田9 o 。o o 。2 2 
1970 o o o o o 
1971 o 。o o 。2 2 
1972 o o o o o 4 
1973 o 。o o o o 
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1974 o o o 。o 2 2 
1975 o o o o 3 o 3 
1976 2 o o 。2 o 2 
1977 o o o o 。o o 
1978 o o 。o 
1979 2 1 o o 2 o 2 
19田 o o 。 2 
1岨1 o o o o 。o o 
1982 o o 。 o 
1岨3 o o o o o o o 
1984 3 2 。2 o 2 
1蝿5 2 2 o o 1 o 1 
19田 o o o 。 o 
1咽7 o o o o 2 o 2 
19凪 o o o 。4 o 4 
1曲9 1 o o o 2 o 2 
19田 2 o o 。2 3 
1991 2 1 o o 1 2 31 191.11>富霊肉圃聾足
1992 o o 。o 
1993 1 o o o o 1 1 19担5釦1肉圃里足
1994 2 o o 。2 o 21 1鈎叫28羽田肉圃蝿E
1995 5 6 o o o 1 1 1岨l.3O村山内圃聾足
19田 451 24 6 。6 71 1皿1.11酔細腕
1997 321 19 4 1 7 2 9 
19岨 661 19 。5 2 71 1蝿四州内圃腕
19田 回 45 6 01 16 31 19 
2αJO 95 祖 2 。g 51 14 2000.4.5轟内圃蝿且
2叩1 時 45 8 ， I 16 21 18 明日僻樹楢四鍾製
2田2 741 29 51 10 22 31 25 聞は1飴制騨舗II.!
2田3 調 1 1 ， I 16 131 29 調1且6小制限E
2αJ4 114 181 37 121 14 11 25 担J<<7イラク人買事件
2田5 76 田 91 62 10 41 14 
2αJ6 54 6 9括7 19 41 23 盟副泊費量肉圃I~
2凹7 調 10 101264 43 91 52 四日'.926福岡肉圃聾E
2αJ8 41 5 91241 121 18 担拙息24麻生肉眼E
【備考】!国立国会図書館NDLー OPACよ
り検索・作成.
" r相互扶助J+ r社会連帯J= r連
帯と協同」とす.
まず「自己責任」に関する論稿についてみて
いきたい.それによれば、第lに、『自己責任」
は1961年以前は皆無であり、ケインズ主義全
盛の時代であったことから、戦後日本経済の高
成長の開始時期には新自由主義的思想や「自己
責任」は登場することはなかった。ケインズ主
義全盛の時U代であったからである。第2に、「自
己責任」に関する論稿が毎年継続的に公刊され
るようになったのは 1980年代以降であり、そ
れはイギリスのサッチャ一、アメリカのレーガ
ンによる新自由主義政策の台頭が反映していた
と思われる。そして第3に、 1996年以降2008
年に至る時期に「自己責任』の論稿が急増して
いることに注目したいo 1996年は45件であ
ったが、 1999年89件、 2000年 101件、 2001
年 102件、 2004年 119件をピークにして、
それ以降2005年76件から 2008年41件へ
と大きく減少してきでいる。この 1996年以降
現在まで、特に2000年から2005年の時期が
わが国における「自己責任」全盛の時期であ
ったということができる。なお「閏己責任」
の論稿中、「自己責任原則」・「自己責任経営」・
「自己責任時代」といった肯定的論稿と推定で
きるものが、 1996年から 2005年をピークと
してそれ以後減少傾向にあるようにみえる.同
じく「自己責任」の論稿中、「自己責任論」や
「自己責任+批判Jr自己責任+反Jr自己責任
+難」の批判的論稿数は、必ずしも鮮明でない
が、 2004年34件を頂点としてそれ以後はそ
れ以前に比して増加傾向にあるといえよう.あれ
ほどまでに猛威を振るった 「自己責任」論も2006
年以降には陰りが見られるようになってきた。
こういった「自己責任」論の高揚と近年の後
退傾向に至る乙の時期の日本政府は、 1996年
1月から 1998年7月まで橋本内閥、 1998年
7月から 2000年4月まで小淵内閥、 2000年
4月から 2001年4月まで森内閥、 2001年4
月から 2006年9月まで小泉内閥、 2006年9
月から 2007年9月まで安倍内閣、 2007年9
月から 2008年9月まで福田内閣、 2008年9
月から 2009年7月現在に続く麻生内閣へと
推移してきた。先にみたように 2000年から
2006年の森内閣・小泉内閣の時期が「自己責
任」が最も高揚したブーム期であったのであ
り、その問2004年4月にはイラク人質事件
が発生したととは「自己責任」をめぐる賛否両
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【図表2】「自己責任』・「格差社会」・「連帯協同」 論稿数の推移
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論の議論を激しくした。
当時世論は被害者に対して同情と非難とに三
分されたが、小泉総理をはじめ政府高官・マス
コミなどによる日本人被害者(ボランティア)
に対する「自己責任Jr自業自得」キャンペー
ンは、余りにも異様な現象であった。乙の「自
己責任」論が権力や責任あるものの「無責任」
を表わし、「自己責任」ならぬ「自己弁護」で
あったということが、今なお多くの人々の記憶
に残っていることであろう。本図表の 2004年
の『自己責任J(114件)のうち、「肯定J18 
件に比し「批判」が37件と急増していること
からみて、この事件を契機にかえって『自己責
任』論の問題点が聞明になったと言えよう(2).
以上のような「自己責任」論自体の高揚と後
退の推移のみならず、「自己責任」による弊害
として対極にある「格差社会jの論稿が2005
年(62件)以降2006年(367件)-2007年(264
件)-2008年(241件)へと急増しているのは、
新自由主義・ 『自助自律・自己責任」による経
済格差・所得格差・雇用格差・地域格差等の格
差社会の進展がとの時期に顕在化してきたとと
の現れであろう。
また新自由主義・ 「自助自律・自己責任」、
それによる格差社会の進展に対して、 2008年
にはふたたび「自己責任」論が「連帯と協同」
を超え一進一退の状況でもあるが、『連帯と協
同」のあらわれである「相互扶助」と「社会連
帯」の論稿が、 2007年に 52件と急増し、同
年の「自己責任」の 38件を超えたということ
は注目されていいであろう。新自由主義の弊
害・格差社会の克服の方向性として多くの人々
に「連帯と協同Jが求められるようになってき
ているのである。
なお[図表1】の 1989年から 2008年まで
の推移をグラフで表したものが【図表2】であ
るが、上記の推移が鮮明に表れている。すなわ
ち、肯定と否定を含む「自己責任Jは2004年
を頂点としてその後急減し凸型を描き、対照的
に「格差社会」は2005年以降急増し顕著な右
上がりとなっている。また「連帯と協同」は漸
増傾向にあって2007年には「自己責任」を超
???， ? ?
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え右上がり傾向を示している。
以上のように「自己責任」対「格差社会」
「連帯と協同」のこの推移は、「自己責任」の
高揚と近年における総忌それに対する近年の「格
差社会」の急増、そしてその兆しとみなし得る、
直近の2007年以降の『連帯と協同J(r相互扶
助」や「社会連帯'J)への期待の高まりの動きと
いうことができる。ちなみに2009年1-6月にけ
る諸文献の件数は、「自己責任J15、「格差社会」
38、市主帯と協同J22となっている。
すなわち傾向としてではあるが、それまでの
自己責任一辺倒の流れから協同の方向へ、歴史
の流れが大きく転換し始めたという時代の動向
を感得することができよう.
さて次節以降において、新自由主義の中心的
な理念「自助自律・自己責任」が日本経団連や
経済同友会といった経営者団体においてどのよ
うに提唱されてきたのかを検証しよう.
2. 日本経団連による「自助自律・自己責任」
輸の展開
わが国の経営者団体たる日本経済団体連合会
(日本経団連)は、早くから「自己責任原則」
と「自助・自立」ないしは「自立・自助」を提
唱してきた。本論文末尾【図表3】「日本経団
連における『自助自律・自己責任』論」中の 1
-2が1991年以前のものであり、 3-29は現
ホームページによるそれ以降2009年現在まで
のものである。
経団連は、すでに 1983年「産業行政と事業
活動のかかわり合いに関する意見J(1983年1
月初日)において「民間の自己責任原則の徹
底を前提に、通常の事業活動に対する行政介入
を極力抑制する必要がある。」との意見書を出
していた.さらに 1985年「我が国産業の創造
的展開と基盤整備」において、「産業政策も従
来の業種別のてこ入れ、業種別振興型、ある
いは規制型から市場原理と企業の自己責任原
則を基本にした基盤整備型に転換すべきであ
る・.. Jとの見解が示されていた問。
以後今日まで経団連が提起してきた「自助自
律・自己責色の内容は、次の5つの分野に整理
することができる帥.すなわちl企業行動基
準・経営者の在り方、"経済改革・規制改革者
財政改革・地方改革 S社会保障・社会福祉、盟
社会生活・人材・教育。以下これに即してどのよ
うに提起されているかについてふれておこう。
第 1に企業行動基準・経営者のあり方につ
いて。経団連が「自助自律・自己責任」原則を
強く打ち出していくのは、 1991年に日本経団
連の基本目的・基本理念を定めた「経団連企業
行動憲章J(1991年9月14日)において「自
己責任Jr自助・自律」が提起されてからであ
ろう.同憲章では、「各企業および業界はすで
に各種規則等により自己規律に努めているが、
この際、各企業の経営トップや業界団体が率先
して本憲章の趣旨を社内および業界内に徹底
し、改めて企業行動や商慣行のあり方等を総点
検することを要請する。企業行動総点検の努力
が重ねられ、自己責任原則が確立されてこそ、
はじめて市場は自由・透明・公正なものとな
るりとし、「公正なルールを守る 5原則」の1
つに「自己責任原則を徹底する。」ことが掲げ
られた.ここに自己責任原則が経団連の根本原
則として提起されたのである.
その後企業行動憲章の改正が度々行われてき
たが、自己責任原則についてはいっそう強調さ
れている。 1996年の改正 (1996年12月17
日)、 2002年の改正 (2002年10月15日)、
2004年の改正 (2004年5月18日)、そして
最新の2007年の改正 (2007年4月17日)
において、「自己責任の強化」が唱えられ、その
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「実行の手引き」で「市場経済体制の前提であ
る自己責任原則にのっとり、自助・自律意識に
基づいて公正、透明、自由な競争を展開する。」
「企業の自己責任、自己判断による行動を徹底
するoJ r日本経団連は、不祥事を起こした企業
に対して、自己責任に基づく申し出を基に措置
を決定して実施し、改善策とその実施状況の報
告を要請する。」として、「自己責任原則Jr自
助・自立」が企業の行動指針における基本原則
として提唱されている.
第2に、経済改革・規制改革に関して。企
業自身の自律的な行動原則としての「自助自
律・自己責任」を超えて、経団連は日本経済ビ
ジョンや経済改革全般に関して「自助・自立」
「自己責任原則」を提唱するのである。 1995
年「新産業・新事業創出への提言ー起業家精神
を育む社会を目指してJ(1995年7月18日)
において、「国民・企業自らが自己革新を図り、
自己責任原則の下に新たなチャレンジを行おう
とする気風を養わなければならない。Jr新たな
事業に挑もうとする者が自己責任の下にリスク
を負い成功の報償を得、出資者等リスクを分担
する者も成功の報償を公Eに分かち合える仕組
みの構築が必要である。」とする。
また1996年「魅力ある日本一創造への責任ー
経団連ビジョン2020 骨子(改訂版)J(1996年
10月)において、『自己責任原則に則り、企業
倫理を遵守しつつ、公正かっ自由な競争を展開
するo C企業倫理〕自己責任原則に則り、自助・
自治意識に基づいて公正かつ自由な競争を展開
する.その際、法律のみならず社会的規範を遵
守するなど、企業倫理の徹底を図る。」と提起
し、 1998年「日本経済の再生と 21世紀にお
ける豊かで活力ある経済社会の構築のために
経済戦略会議への提言 J(1998年10月
12日)では、「経済界としても、市場経済主義
の貫徹、自己責任原則の徹底を理念に、構造改
革を前向きに受け止める必要がある。」として
企業の自己規律としての自己責任に止まらず、
日本の社会経済全体における基本原則として自己
責任原則が提唱されるのである.
2001年の小泉内閣の発足直後、規制改革全
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般に関して、 2001年 r2001年度経団連規制
改革要望経済社会の構造改革と行政改革の断
行に向けてーJ(2001年10月16日)の総論
において、「経済界としても、自主・自律・自
己責任原則に基づいて行動することを徹底し、
今後も規制改革の断行に向けて、政府の取り組
みを全面的に支援するとともに、引き続き関係
先への働きかけを行なっていきたい。」とし、「多
様化する利用者のニーズに対応して、介護・福
祉サービスの質量両面の充実を図るためには、
サービス供給主体に競争原理を導入し、施設介
護サービスの運営主体が創意工夫を発揮できる
環境を整備することが不可欠であるoJとする。
このように企業・経営者の自己規律としての
「自助自律・自己責任」のみならず、そとから
進んで日本全体の社会経済政策の基本原則とし提
唱されていることに注視されなければならない。
第3に財政改革・地方改革についてo 1996 
年「財政民主主義の確立と納税に値する国家を
目指して財政構造改革に向けた提言」
(1996年12月10日)において、「我々は民主
的規律、効率性、市場原理の導入、自己責任原
則の徹底の4原則に基づいて、財政構造を改
革していくことが求められているが、財政構造
改革の究極の目標はあくまで経済・社会の活性
化にあることを忘れてはならない.一方、国民・
企業の側においても行財政に何もかも依存する
というこれまでの意識を改め、閏己責任原則を
徹底し、改革に向けた取り組みに積極的に協力
し、国民が自らの税金の使途を主体的に決定す
る『財政民主主義』を実現しなければならな
い。」、 2000年「自立自助を基本とした地方財
政の実現に向けてJ(2000年4月18日)にお
いても「自立自助」を提唱し、 2004年「財政
の持続可能性確保に関する提言~活力溢れる未
来を育むために-J(2004年12月14日)に
おいて、「将来にわたって、セーフティネット
としての社会保障制度を維持するためには、社
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会保障の役割を「自立・自助・自己責任」の原
則に則って再定義し、公的保障の範囲は、自助
努力でカバーできないリスクに絞り込む必要が
ある.例えば、公的年金については、公費を「加
齢による稼得手段喪失後の最低限の生活保障」
に集中し、それ以上の給付は保険料で賄うべき
である。また、公的年金の縮小と併せて、自助
努力を後押しする観点から、企業年金や個人年
金に対する税制等での支援をセットで仔うこと
が欠かせない。医療や介護についても、給付費
の増加を抑えるため、公的保障の範囲を、生命、
健康、基礎的生活の維持に必要不可欠であり、
市場に委ねることが不適切なサービスに限定す
るとともに、保険外サービスと保険サービスの
併用を進めるべきである。」とする.
第4に、社会保障・社会福祉に関して.
さらに重要なことは、日本の社会経済改革(い
わゆる構造改革)の各論において自己責任原則
が最も重要な基本原則として位置づけられてい
ることである。
社会保障制度全般に闘しては、 1996年「世
代を越えて持続可能な社会保障制度を目指して
~社会保障制度改革のビジョン~J (1996年
12月17日)において、 r21世紀の本格的な
高齢社会、価値観の多様化、メガ・コンベティ
ションの時代にあって、豊かで活力ある経済社
会「魅力ある日本」を実現するためには、市場
原理と自己責任原則を基本に、国民一人ひとり
が自らの能力や個性を最大限に発揮できるよ
う、これまでのキャッチ・アップ型のわが国の
諸制度を抜本的に見直していかなければならな
い。Jr社会保障制度の再構築にあたっては、こ
れまでの総花的、画一的な制度を改め、自立・
自助を前提に、困民全体で高齢化に伴う負担を
分かち合う、効率的で公平かっ多様な選択肢を
持った、経済的に持続可能な社会保障制度を目
指すべきである.Jとして、負担の分かち合い
と効率的で選択肢の多様な社会保障制度のため
に、国民一人ひとりが市場原理と自己責任原
則・「自立・自助」によるべきことを提起する.
同文書において年金制度に関しては、年金改
革の基本は自己責任の下で自助努力としての私
的年金(企業年金と個人年金)中心の仕組みに
することを提起する。
そして医療改革に関しては2001年「厚生労
働省「医療制度改草試案」に関する見解J(2001 
年10月17日)において、「自立・自助・自己
責任」を基本とし、国民の選択肢を拡大して、
自助努力を促すための環境整備を図るととが重
要である。」と同じく「自立・自助・自己責任」
の原則を提起する.地方改革に関しても、財政
改革も、『社会保障の役割を「自立・自助・自
己責任」の原則に則って再定義し、公的保障の
範囲は、自助努力でカバーできないリスクに絞
り込む必要がある.Jとする.
第5に社会生活・人材・教育について。重
要なこととして、単なる企業・経営者の自己規
律としてのそれや日本全体の社会経済に止まら
ず、人材育成における人々の自己責任や消費者
の自己責任まで提言される.
1996年「創造的な人材の育成に向けて~求
められる教育改革と企業の行動~J (1996年3
月26日)において、「今後のわが国社会にお
いて求められる人材は、主体的に行動し、自己
責任の観念に富んだ、創造力あふれる人材であ
る.J r今後のわが国社会において求められる、
創造的な人材とは、自己の責任の下に、主体的
に行動する人材であり、こうした人々の能力を
最大限伸ばすことができるような環境を整えて
いく乙とが求められる。」人材育成・教育改革
においても「自己責任」を基本とする.
1998年「消費者契約法(仮称)のあり方に
ついてJ(1998年12月10日)において、「わ
が国の消費者がトラブルに巻き込まれないため
に、法的意識のやや希薄な消費者に対し、その自
己責任原則の周知徹底を図ると共に、事業者につ
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いても自己責任原則を強調する。Jr立法の目的に
事業者とともに消費者が自己責任を負う旨を明記
すべきである.J噴は、消費者の自己責任原則の
認識消費者団体の啓蒙活動、及び事業者の新取
引形態を理解してもらう説明努力に帰すると考え
られる。」と消費者の自己責任を強調する。
2003年「安心・安全で自由なネット社会を
目指してJ(2003年3月18日)において、 「以
上の実現には、企業を含めネットワークに参加
する者全てに相応の負担が伴うが、ネット社会
の利便性と自由は、そのような自立、自助、自
己責任の原則に基づいた取組みなくして享受で
きないことを銘記すべきである.政府による規
制ではなく、企業や個人の創意工夫が最大限発
揮される環境を確保し、最も適切と考えられる
措置を講じている取引等の相手方を選択するこ
とで市場原理の中で「安心・安全」を確保して
いく必要がある。ただし、市場の要求に直接さ
らされない政府については、国・地方を問わ
ず、他の主体に増して厳格な対策が求められる
ととは言うまでもない。Jr.個人には、自己責任
の原則の下、不用意に個人情報を提供しない慎
重さが求められる。」とする。
しかしあまりに強力な「自助自律・自己責
任」の提起から、最近は部分的にトーンダウン
した見解が提起されている.すなわち、最新の
2009年2月17日「国民全体で支えあう持続
可能な社会保障制度を目指して一安心・安全な
未来と負担の設計 J(2009年2月17日)に
おいて、「いま一度、社会保障制度全般を見直
し、真の意味での「皆年金・皆保険」を実現す
るとともに、自助・自立を基本としつつも、自
助努力では対応しきれない部分は相互扶助によ
るセーフティネットを確保するなど、高齢化が
進展する中でも安心で活力ある「中福祉・中負
勘型の社会保障制度を確立すべきである.J
としている.ここには「自助自律・自己責任」、
「自助努力」を基本とすることは一貫している
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が、それだけで対応できない部分への相互扶助
の必要にふれるなど一定の変化を看取すること
ができる.後述するように自立したものの相互
扶助、自立のための相互扶助といった協同組合
における「相互自助」原理の位置づけとは異な
っているが、このような相互扶助への言及は格
差社会の進展による社会経済的矛盾の顕在化、
社会経済全体の新自由主義・ 「自助自律・自己
責任」の破綻の反映とみる乙とができよう。
3.経済同友会による「自助自律・自己責任」
論の展開
経済同友会による「自助自律・自己責任」論
は、 1995年以降については経済同友会ホーム
ページ (2009年5月22日現在)における提言
文書の中に見ることができる(5). しかし経済同
友会の『自己責任」論はかなり以前から積極的
に提唱されてきたのであり、『経済同友会50
年のあゆみ(資料集)J ((社)経済同友会、 1997
年)に経済同友会の創立の 1946年から 1996
年までの誇資料が整理されており、そ乙にその
動静をみるととができる刷。本論文末尾[図表
4】「経済同友会における『自助自律・自己責
任』論」中の1-10が同資料集による1995年以
前のものであり、 11-35は現ホームベージによ
るそれ以降2009年現在までのものである.
(1) 1995年以前
まず、 1995年以前の推移を見てみよう.
すでに 1960年には経済同友会は、「貿易・
為替自由化対策J(1960年7月15日)におい
て、「金融機関は・・・公共性に基づいた自己
責任原則の貫徹を経営の基本とする・... J 
としていた.また「企業税制の改正に対する意
見J(1960年10月28日)において、「企業の
安易な資金調達の態度を反省しもって自己責任
の徹底を期すること」としていた.
そして1965年「新しい自由企業体制の確立」
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(木川田一隆)(1965年4月15日)において、
「当面の危機を糊塗せんとするあまり、企業の
自己責任を看過する風潮がたかまれば自由企業
体制の根本をそ乙ね、自由経済の危機を招くり
「企業は、 l経営者の自己責任の覚醒、"協調
的競争と想像力の培養、自主技術の開発など、
新しい経営理念を明確化し、新しい自由企業体
制を確立せよ。」とする。この時期の自己責任
論は、自らを律する企業や経営者の自己責任論
であった。
さらに 1972年「新しい経済の創造J(木川
田一隆)(1972年1月29日)では、「その場
合の福祉社会は、専ら国の手にまかせるのでは
なく、社会構成員が自己責任原則、各自の努力
に立つ互助互恵の社会であるべきで、企業も国
民福祉工場に貢献する経営政策の確立に努め
よりとする。ここには当時の代表幹事木川田
一隆の自己責任原則のみならず、互助互恵の主
張に注目される例。
1985年 rw聞かれた行動する政策集団』に向
けてJ(石原働 (1985年4月26日)におい
て、「新しい時代の経済同友会の役割は、!技
術革新と民間活力をテコとする『新しい成長』
を追求していくこと、"r世界のための日本』
としての国際化を実行すること、井競争原理と
自己責任による『民間主導型社会』を建設する
ことりであると競争原理と自己責任を強調し
た。ここでは新自由主義の展開の中での「自己
責任」であるところにその特徴がある.
また 1988年「運輸市場の構造変化と規制緩
和 自己責任原則の確立と新しい公共政策の展
開をめざして "ーJ(1988年1月22日)におい
て、「規制緩和を推進するための基本的な視点
を一言で表現するならば、それは経済社会の発
展段階にふさわしい自己責任原則を確立するこ
とである.Jとした。
さらに1990年「第三次行革審に望むJ(1990 
年10月30日)において、「企業も個人も行政
依存から脱却し『自己責任原則』を堅持すると
とでなくてはならない.w消費者保護』の名の
もとに安易な規制強化につながらないよう、十
分な注意が必要である.Jとする.消費者や消
費者保護に対する見方として問題がありそうな
ところである。
1991年r時代への挑戦』を使命としてJ(速
水優)(1991年4月24日)において、 r!自由と
責任の確立a 自由を主張する以上、企業も個人も
自立し、自己責任を貫徹する決意を持て。」と個
人の責任としての『自己責任」が強調される。
1992年「行動の年一世界と調和する日本、
社会と調和する企業J(速水優)(1991年1
月4日)において、「企業は、 l自己責任体制の
確立、企業行動規範の策定・順守など・・・市民
社会とともに発展する企業を目指せ。」とした。
1992年「創造的経営への自己革新J(速水
優)(1992年4月23日)において、「経営
者は、自らの判断と自己責任において企業経営
に取り組め。」とされる。
(2) 1995年以降
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次いでその後の 1995年以降現在までの提言
文書から、経済同友会の「自助自律・自己責任」
論を検討していこう。いま経済同友会の『自己
責任」の提起の内容は、日本経団連の場合と同
じく、次の5つの分野に区分することができ
る。すなわちl企業行動基準・経営者の在り
方、"経済改革・規制改革、非財政改革・地方
改革、 S社会保障・社会福祉、事社会生活・人
材・教育。以下これに即してどのように提起さ
れているかについてみていとう。
第1に、企業行動基準・経営者の在り方に
ついて.
経済同友会は日本の社会経済全体のことと関
連して企業行動基準・経営者のあり方として
「自助自律・自己責任」を提言する.1995年
の「企業家精神復活一日本経済の新たなる飛躍
に向けてーJ(1995年6月23日)なる提言書
において、「いわゆるキャッチアップ時代が終
わった今、日本経済が目指すべき方向は、市場
原理と自己責任原則の徹底を根幹とする競争
力・活力の維持発展である。この変化の時代に
こそ多くのビジネスチャンスが存在する.J r市
場の原理と自己責任原則の徹底を図るJr投資
家自己責任原則のより一層の徹底を図る事」
「新しく企業を起こすこと、あるいは新規事業を
展開することはあくまでも、市場原理の下、自己
責任に基づく個々の事業主体の問題である。」と
日本経済の全体の問題と関連して市場原理と自己
責任原則を徹底することが求められるとする.
1996年「日本再生への経営者の行動指針-
1996年年頭見解ーJ(1996年1月10日)に
おいて、『企業内においても自己責任の下、社
員一人一人が自立し、その持てる多様な能力を
発揮することが新たな活力、創造力につなが
る。我々はそうした企業に改革していくり「日
本を再生する活力の源泉は市場にある。そこで
の主役は民問、すなわち国民と企業である。も
ちろん市場は優勝劣敗の場であり、参加者全て
に自己責任が厳しく関われる。しかし、より重要
なのは市場は創造と発展の機会を提供する場だと
いうことである.Jと市場に絶対的な信頼・依存
の中での関係者全員の自己責任が求められる.
1998年「日本経済活性化への我々の決意
バブルの総決算と 21世紀への展望を開く年
J (1998年1月8日)において、 r1998年、
我々には当面する二つの大きな課題がある.第
一は、企業への内外での信頼の回復であり、第
三は自己草新によるバブルの清算と同時に、 21
世紀への展望を聞く新たな挑戦である.
第一の信頼回復については、経営者は自己責
任に徹し、高い倫理観に基づいた企業行動をとる
べきことは当然として、社外取締役の活用、監査
役機能の強化、時価会計に基づく情報開示など、
コーポレート・ガパナンスの確立が急務である。
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第二の課題は自己革新である。経済のグロー
パル化や規制撤廃・緩和は、新たなビジネスチ
ャンスを提供する.これを自らのものにするか
否かは、まさに我々経営者の責務である.いま
こそ革新への経営者のリーダーシップが求めら
れる.これをできない経営者は、その企業と共に
市場から退場せざるを得なくなるであろう。昨年
来の「日本売りJrジャパン・プレミアム」とい
った市場の声に真剣に耳を傾け、経営者は自己責
任において市場の評価を高めなければならない。
特に、バブル後遺症の代表である金融システ
ム安定化・活性化についての政策的対応は出揃
った。今後のその成否は経営者の決断に委ねら
れている.危機は逆にチャンスである。金融シ
ステム改革の中で、自らが担う機能と役割を自
ら見極め、抜本的経営改革に取り組むことを期
待したい.もちろん、経営改革の必要は金融機
関に限らず、全企業共通の課題である。我々は
自己責任と創造的破壊によって、いわゆる「ダ
イナミック・ジャパン」拡大の推進力になるよ
う挑戦する。」として、経営者の責任としての
自己責任を展開する。
1999年『第14回企業白書J(“個"の競争
力向上による日本企業の再生一経営者の能力が
問われる時代)(1999年2月 18日)におい
て、「公正かつ透明性の高い共通ルールの整備
は、市場参加者が自己責任に基づいて経済活動
を行なうグローバルな経済システムの構築を促
す.J r個人も自律型社員として働き、自己責任
においてキャリアを形成することになる。」と
経営者能力としての自己責任を強調する。
第2に、経済改革・規制改革について。「規
制撤廃・緩和に関する要望行政改革委員会、
規制緩和小委員会の活躍に期待するJ(1995年
9月8日)において、「直接供給者の供給責任
のあり方、需要家の自己責任原則等、直接供給
の実現に向けた前向きな議論が必要である。」
「機関投資家の競争が促進され、運用技術の向
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上を担保するためにも、また、自己責任に基づ
く選択を徹底するためにも、時価ベースで比較
可能な形の運用成果の公開を早急に行なうべき
である。」とする。
また経済同友会は「自助自律・自己責任」に
ついて、日本経済全体のあり方に関連して提唱
している。すなわち、 1997年「市場主義宣言
21世紀へのアクション・プログラム j (1997 
年1月9日)において次のように述べる.r横
並び体質を脱し、自己責任原則を貫く。我が国
の企業行動を強〈律し、市場全体を非効率にし
ている横並び体質から脱却する。横並び体質の
本質は、責任逃れに他ならない。これが払拭さ
れない限り、確固たる自己責任原則は確立され
ない。また、横並び体質は行政の関与を招く土
壌ともなっている。民民規制撤廃の第一歩は、
企業が護送船団方式への安住や横並び体質を脱
し、業界協調よりも自らの顧客や消費者の利益を
優先するといった自己責任に基づく行動に徹する
ことである。」と、自己責任原則を提唱する。
さらに岡市場主義宣言において「我々が考え
る企業変革の基本方向は「市場を最も重視すべ
き拠り所とする企業行動の確立」である。企業
のパフォーマンスは市場でのみ判断される。も
ちろん、社会が企業に求める倫理に反する行動
に対しても、市場はペナルティを科すはずであ
る.多様なステーク・ホルダーとの聞の関係
も、市場を通した関係の中で透明で公正なもの
にしていくことができる.それらが「市場を最
も重視すべき拠り所とする」ことの意味であ
る.それは同時に、「市場に対する責任を企業
行動の原点とする」ことでもある。市場に対す
る責任とは、正しい企業行動原理や適正なルール
に則って、利益を追求することが企業の第一の判
断基準であることを確認し、活動の結果としての
市場の評価を受け入れること、その行動と結果に
対する自己責任の原則を企業行動の根本に置く乙
とである。」乙とには市場原理主義と自助自律・
自己責任原則が経済・企業の全般に提示され
る。また「市場に対する責任」が提示され、そ
れは企業仔動原理として利潤追求が第1位に
置かれるとする。企業利潤の追求を優先する乙
の考えは、「企業と社会との調和」 ・「企業の
社会的責任」を優先するかつての経済同友会の
見解からおおきく離反するほどである.
というのは経済同友会の社会的責任論は、
1956年「経営者の社会的責任の自覚」、 1965
年「新しい経営理念」、 1973年「社会と企業
の相互信頼の確立を求めて』と推移してきた。
この推移は「社会的責任と企業利潤の関係」か
らみるならば、 1956年の社会的責任優位論か
ら、 1965年の企業利潤優位論に後退し、短期
的には利益をもたらさなくても社会の要請に積
極的に応える、長期的観点たる「啓発された自
己利益」の観点=1973年の社会的責任優位論
ないしは調和論へと転回していったが、この
1997年「市場主義宣言」に至って 1965年段
階の利潤優位論に舞い戻ったように見える刷.
「こうして日本を変える一日本経済の仕組み
を変える具体策J(1997年3月27日)、「市場
参加者は、企業・個人を問わず、的確かつわか
りやすく開示された情報をもとに、自己責任原
則に基づいて、経済活動を行っている。」と、
日本経済全体を変えるものとして「自己責任」
を強調した。
1997年「民間活力を引き出す構造改革を
1997年度通常総会牛尾代表幹事所見ー」
(1997年4月24日)において、「自己責任に
よる金融システム改革をJr経済はますますグ
ローパル(国際性)、フリー(自己責任)、オー
プン(透明性)の方向に進みつつあり、企業も
市場でますます厳しく評価されるようにな
る。Jr経営者の自己責任の貫徹Jr経営者の自
己責任に基づく判断と努力によってこそ、企業
や個人にとって利便性が高く、効率的で魅力の
ある金融資本市場を作る金融ビッグパンの目的
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が達成できるoJとした。
1997年「効率と信頼を目指して市場を中
心とした経済社会の構築J(1997年6月24
日)において、 r3.自己責任原則に基づく経
営を行なう」ととが提唱された。
1998年「小淵新内閣への期待と提言J(1998 
年8月4日)において、「われわれは、新内閣
が全力を集中的に投入して経済の活力再生に取
り組むよう期待するとともに、経済界として自
己責任原則に基づき自らの企業改革に遁進する
所存である。Jr当の金融機関がそれぞれ抜本的
なリストラに取り組むとともに、自らの特色を
活かす将来像を自己責任によって確立すべきこ
と」とした。
1999年「ベイオフ解禁」問題についての我々
の立場J(1999年11月22日)において、「政
治家や企業経営者を含め、社会の指導的立場に
ある者が今持たねばならないのは、「市場規律
と自己責任原則に立脚した民間主導の経済構
造」という我が国経済の理念実現に向けて、困
難を乗り越えて改革を実行していく、強固な意
思であるoJ r市場規律と自己責任に基づく金融
システムの構築を図るとともに、金融機関破綻
時のインパクトを和らげるためにも、直接金融
による資金仲介の途をより充実させていくことが
望まれる。そのためのインフラとして、「金融
サービス恥の制定や、多種多様な証券等の保管・
決済を集中的に行えるシステムの構築を急ぐべき
である。」と市場規律と自己責任を強調する。
2002年「小泉改革の進捗についてJ(2002 
年5月24日)において、「改革の主役の一人
として、われわれ民間の企業経営者は市場原理
に基づいて「自己責任Jr自助努力」で企業の
体質強化に努めるとともに社会的責任を果たし
ていく覚悟を新たにして、政治・行政側の適切
な政策の断行を促し、よって国際的に競争力を
備えた経済、社会を達成していかねばならな
いけとした.
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第3に、財政改革・地方改革について。「地
方主権による新しい国づくりJ1998年7月29
日 rr.新しい国づくりの基本的方向一地域の
自主性と自己責任を基本とする地方自治システ
ムへの転換」において、「そのためには、地域
の自主性と自己責任を基本とする地方自治シス
テムへ転換し、新しい国づくりを目指さなけれ
ばならないoJ r官民の役割分担の適正化につい
ては、我が固においても行政改革委員会が「行
政関与のあり方に関する基準」を定めており、
「民間でできるものは民間に委ねる」、「市場原
理と自己責任原則にのっとり、民間活動の補完
に徹する」との基本的な考え方を徹底すべきで
ある。Jr住民が自らコストを負担する以上、自
分の納めた税金の使途を監視するという、地域
社会での自己責任意識を確立していくととが重
要になる。Jr情報開示と市場原理の導入によ
り、市場のチェックに耐えうる財政体制を構築
することが、地方政府の財政運営に対する自己
責任を高め、財政自主権を確立するうえで重要
である。Jr市町村が、行政サービスの提供、起
債を含む財源調達の両面から独自の判断で自己
責任を負うことの出来る適正な規模を追求する
ことが望ましいが、このためには自主的な合併
により対応することは現実的で一つの有効な方
法である。Jr地方自治の改革は歳入・歳出両面
にわたる既得権との闘いである。自主性と自己
責任を基本とするシステムへの転換には、その
過渡期に、国及び地方政府に一時的には混乱が
生じ、結果として地域聞に様々な格差が生じる
ことはやむを得ないととであり、改革の初期に
は痛みを覚悟しなければならないoJとする.
「地方の活性化・自立のための7ヶ条未
来に希望の持てる、活力ある豊かな国にするた
めにJ(1999年7月28日)において、「自主
性と自己責任に基づく真の地方の活性化・自立
を目指」す、とする。
「自ら考え、行動する地域づくりを目指して
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一地域主権確立への行財政改革の提言ー」
(2002年 10月2日)において、「効率的な価
値創造には市場機能の最大活用が必要である。
官主導・事前調整型の資源配分を最小限にとど
め、小さな政府と民間主導型経済社会を構築す
る.その基本原則は社会を構成する全ての主体
の自己決定と自己責任である.その上で残る公
的部門の機能についても、「最小の費用で最大
の効用」を原則に市場機能・民間活力を最大に
活用する仕組みを作ることが急務であるoJ r固
と地方のもたれ合い・甘えの構造を打破し、も
とより個性豊かで多様性に富む地域の運営は地
域の自己決定と自己責任に委ねる。地域ででき
ることは地域に委ね、財政移転による再分配を
はじめとする中央政府の役割を最小限にとどめ
る.地域主権を確立し、地域の自立と競争によ
る活性化を図る。Jr地域に対する国の関与を排
除し、地域の自己決定と自己責任の原則を明確
にすることによって、地域は知恵やアイディア
を競い合うようになり、地域は活力を取り戻
し、国全体としての活力も生まれてくるoJ r地
域が自らの地域づくりに係る役割を一体的・総
合的に担い、かつ地域の自己決定・自己責任、
受益と負担の一致を基本とする地域主権を担保
するためには、その第一歩として、地域が固に
依存せずに自立して活動できるだけの行財政基
盤を確立するzとが不可欠である。Jr地方債制
度を地域の自己責任を基本とする方向に改革す
るoJと自己責任原則による財政改革・地方改
革を提唱する.
また『地方公務員制度改革への 10の提言
地方政府のスリム化、生き生きとした地方公務
員を求めて J(2005年 11月4日)におい
て、「全ての主体が役割を果たし、自己決定・
自己責任で地方自治体を運営するJr地域の自
己決定・自己責任の拡大Jr地域が財政的にも
自立し、自己決定・自己責任が貫かれているこ
とが必要で、その意味でも、地方公務員制度改
草と三位一体改革は並行して進めなければなら
ない。」とする.
第4に社会保障・社会福祉について。社会
保障制度の改草に関わって、 1997年「安心し
て生活できる社会を求めて一社会保障改革の基
本的考え方J(1997年4月25日)において、
「日本経済の構造改革について言われている基
本理念は、自主・自立・自己責任である。つま
り、従来の結果平等に重きをおいた計画主導型
のシステムから、機会均等と競争原理に重点を
置いた市場型のシステムに変革していこうと言
うことであるoJという。しかしながら社会保
障に関して、経団連との若干の違いも看取され
る。すなわち「年金や医療などの社会保障の役
割は、国民一人一人が安心して生活できるよう
にするととにあるo W自立した個人』という考
え方を徹底すれば、自らの生活や安全は自らが
すべて責任を持つという考え方もあるが、個人
には自ずから限界がある.個人の限界を補完
し、共同体が一定の役割を果たすことによって
社会が成り立っていると考えられるoJこのよ
うに、「自己責任の補完としての社会保障」と
いった自己責任を中心とした位置づけである
が、「個人の限界」といった認識もみられる。
また2007年「活力ある経済社会を支える社
会保障制度改草J(2007年4月3日)におい
て、「本来、個人は自己責任に基づいて、自立
的な生活を営むべきであり、そうした個人の力
は、経済社会を活性化させる原動力にもなる。
あくまでも自助の精神を我々の社会の基本認識
とし、社会保障は国民のリスクへの備えと位置
づけるべきである。また、自助の精神を重んじ
れば、これからの社会保障は、個人をリスクか
ら救うセーフティ・ネットとしてだけでなく、
自立的な生活を再度営むための機会を与えるス
プリング・ボ-j<としても機能していくべきで
ある。」のように社会保障は、自助の精神、自
己責任を基本とすべきととを再三提示している.
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第5に、社会生活・人材・教育について.
1996年の提言書「心豊かな情報社会をめざ
して一新しい社会の創造を支える情報化一」
(1996年7月4日)において経済同友会は、
高度情報ネットワーク社会は、「より一層の自
己責任が求められる」として、「高度情報ネッ
トワーク社会は、個人を基本単位とする社会で
ある。ネットワークへの参加や活用は、基本的
に個人の自主性に委ねられ、反面それに伴うリ
スクも自己責任に寄らねばならない。」とする。
「個が確立され、自己責任原則が徹底された社
会」が求められ、「現在の日本社会では個が確
立されておらず、自己責任の欠如から生まれる
「もたれあい・甘えの構造」が社会のあらゆる
場面において多くの歪みをもたらしている.J
とする.r情報化は、個の確立、自己責任原則、
市場原理、競争社会といった意味で、基本的に
は米国型社会の流れを追うものであるが、同時
に我々にとって重要なことは、情報化を日本の
歴史や風土とどのように調和させていくかを模
索し続けていくととである。」としている.
さらに、「志ある人々の集う国志を育て、
尊重し、達成できる新しい日本を目指してー」
(1999年6月初日)において、「真の民主主
義が成立するためには、「個の確立と尊重Jr自
己責任原則の徹底」および「パブリック・マイ
ンドの共有」が前提条件として必要である.J
「本来、法治主義の下では、社会的なルールの
下に自己責任で行動することを原則とし、その
結果として起こるトラブルは事後的に司法によ
って解決することが基本である。Jr新しい日本
は、何よりも選択と挑戦の機会が豊かで、個の
自由な意志と能力が最大限に発揮できる社会シ
ステムを持つ園でなければならない.その上
で、新しい日本は自立した個が自己責任の下に
生き生きと活動する社会となる。Jr学校に加え
て、家庭や社会の教育機能を高めることによ
り、個が確立・尊重され、自己責任原則が徹底
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し、パブリック・マインドが共有された次世代
を育てていく必要があるりとし、個人の世界
や家庭や学校においても自己責任原則の徹底を
強調する。
そしてまた、 2000年 r21世紀宣言J(2000年
12月25日)において「民主主義を定着させ、
健全な社会を作っていくためには、他者への思
いやり、自律・自助と自己責任の意識と行動、
国民の国や社会に対する権利・義務・責任の意
識など、パブリック・マインドを持った個を育
てていく必要がある。」とする。
また経済同友会は、消費者個人など一般の
人々の行動基準として、「自助自律・自己責任」
を提起する.2002年「個人が主役となる社会」
を目指して一新しい日本を目指す既存システム
の破壊ーJ(2002年6月17日)において、
「我々は、今一度、「市民として自立した個人
のあり方」を模索すべきであると考える.正当
な選択肢を要求し、自らの基準で取捨選択を判
断し、きちんと自己責任を全うし得る個人、す
なわち権利と義務とを常に意識し行動する個人
を生み出し、支援するシステムをまず構想すべ
きである。」とし、「我々が展望する社会」につ
いて、「個人が主役になる社会において、消費
者・投資家たる個人は、自己責任のもと自分で
リスクウエイトを選択せざるを得ない.銀行預金
も1つの投資として意識する、という本来のあり
方が求められてくる。市場に存在せず、個人が自
己責任のもと、安心してリスクを引き受け得る市
場を、我々は展望する。」として、自立した個
人の自己責任を強調する。この「自立した個人
の自己責任」は、協同組合における「自立した
個人の協同」と著しく対照的である。
また「教育基本法改正に関する意見書J(2002 
年12月13日)において、「現在進められてい
る構造改革の結果、到来する社会は、自己責任
原則が徹底されていなければ、成り立ち得ない
と考える。その意味では、教育に関わるあらゆる
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場において、自らの判断や行為に対する責任や、
自立心の重要性について、理解を育むことが不
可欠ではないか.Jとして、教育の世界におい
ても自己責任原則の徹底化が提唱される.
このように、各論としての社会保障改革に関し
て若干の違いが認められるものの、企業・経営者
の自己責任、日本経済全体の自己責任、個人の自
己責任において日本経団連と経済同友会は基本的
に合致した考え方を貫いていると言えよう。
4.経営者団体による「自助自律・自己責任」
蛤の問題点
以上、日本経団連と経済同友会といった経営
者団体が提唱していた「自助自律・自己責任」
の中身をみてきたが、それが企業・経営者の自
己規律としてだけでなく、日本の社会経済全体
における自己責任として追求され、さらには
人々の生活行動原則として提起されているとこ
ろにその自己責任論の特質を認めることができ
るであろう.人々の生活の根底にまで及ぶまさ
に全面的に「自助自律・自己責任」原則を貫徹
するというものである。
乙のように「自己責任」といってもそとには
異なった位相があるのは明らかである.すなわ
ち次の3つである。
①企業・経営者自らにおける自己規律として
の「自助自律・自己責任」
②日本全体の社会経済政策(構造改革)の基
本原則としての「自助自律・自己責任」
③一般の人々の社会生活における人間行動原
則としての「自助自律・自己責任」
これらを一律に同じ「自助自律・自己責任」
とするととはできない。第1の企業・経営者
自らの自己規律としての自己責任は、権限や責
任ある者の自責の念としての自己責任であり、
「企業の社会的責任」とともに自らの責任を問
うものとして必要であり正当化できるであろう問。
しかし第2の日本全体の社会経済政策(構
造改革)の基本原則としての自己責任は、企業・
経営者自身の責任ではなく消費者責任や個人責任
を追及することになり、企業・経営者にとっては
有利な経済環境・経済システムを促進するもので
しかなく、必ずしも正当化されるものではない。
第3の一般の人々の社会生活上における人
間行動原則としての自己責任は、本人にとって
は他者責任や社会責任、ある場合は企業責任と
いえる諸問題全てを自己責任として受け止める
という、自己否定・自己嫌悪・自己虐待といっ
た後ろ向きの病理的論理を甘受せざるを得ない
ことになり、正当化古れるものではない.権限
や責任を有する者が、そうでない一般の人々に
対して強いるとの第3の自己責任論は、それ
を強いる者にとっては自己弁護と責任回避(無
責任)をもたらすことになるであろう。
このように自己責任が正当化されるのは、第
1の企業や経営者自らの自己規律としての自己
責任のように、権限や責任のある者における自
責としての自己責任であり、「企業の社会的責
任」と結びついた「企業の自己責任」乙そが追
求されるべき自己責任であるといえよう.自己責
任をこのように、正当性を有するものとそうでな
いものに区別して検討することが必要である.
いずれにしても、日本の新自由主義の採用、
「自助自律・自己責任」の提唱・普及において
日本経団連と経済同友会の果たしてきた役割は
極めて大きく、日本政府における「構造改革」
として展開した新自由主義政策・ 「自助自律・
自己責任」の政策は、その影響の下に推進され
ていったといっても過言ではない。そこで次節
において、小泉構造改革が経営者団体と同様の
-32ー
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を検証していくこととする.
5.小泉構造改革による「自助自律・自己責任」
の推進
小泉構造改革とは何であったのか.小泉内閣の
政策機関の経済財政諮問会議(10)において
次のような提言がなされた。すなわち、「小泉
構造改革の究極の目標は、キャッチアップの時
代に築かれた政府主導の経済システムのなか
で、歴史の役割を終えて姪桔となり経済活力の
発揮をむしろ妨げている公的部分を削除し、民
間中心の自立自助の市場経済を構築しようとい
うものである.J (r規制改革による雇用創出型
構造改革の強力な推進を経済財政諮問会議サー
ビス部門における雇用拡大を戦略とする経済の
活性化に関する専門調査会【提言lJ平成13
年11月9日)と。「自立自助の市場経済」の
社会経済システムの構築が、小泉構造改革の最
大かつ究極的な政策課題であったのである。
小泉内閣の発足直後の 2001年6月初日に
おいて小泉構造改革の最初の「骨太の方針」た
る、「今後の経済財政運営及び経済社会の構造
改革に関する基本方針J(全文33ベージ)が
閣議決定された.この文書は前述したように
2009年現在の経済財政諮問会議において「構
造改革の起点」と位置付けられている、小泉構
造改革の政策的特質が鮮明に打ち曲されている
重要な文書である。
2009年5月1日現在の経済財政諮問会議の
HPにおいて、平成13年の最初の r骨太の方
針」は、 21世紀にふさわしい経済・社会制度
を確立するため、「改革なくして成長なし」と
の信念の下で、経済、財政、行政、社会などの
分野における構造改革を進め、構造改革の重要
性とこれからの日本の進むべき道を示した構造
改革の起点となるものです。J(11)と強調され、
同HPの年表欄では最初の同骨太の方針が「【構
造改革の起点】骨太の方針~今後の経済財政運
営及び経済社会の構造改革に関する基本方針
-Jとして掲載されているほどである(12)。
まさしく本文書は、わが国政府よる新自由主
義・ 「自助自律・自己責任」の公式宣言書でも
あったのである。いまその特徴をみてみよう。
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同文書は、「構造改革のための7つの改革プ
ログラム」として次の諸点を指摘する.
(経済社会の活性化のために)
(1)民営化・規制改革プログラム
(2)チャレンジャー支援プログラム個人、
企業の潜在力の発揮
(豊かな生活とセ フテイ ネットを充実
するために)
(3)保険機能強化プログラム
(4)知的資産倍増プログラム
(5)生活維新プログラム
(政府機能を強化し、役割分担を抜本的に
見直すために)
(6)地方自立・活性化プログラム
(7)財政改革プログラム
そして次のようにその基本的立場を提示す
る。
「今、日本の潜在力の発揮を妨げる規制・慣
行や制度を根本から改革するとともに、司法制
度改革を実現し、明確なルールと自己責任原則
を確立し、同時に自らの潜在力を高める新しい
仕組みが求められている。Jr民間でできること
は、できるだけ民聞に委ねる」という原則の下
に、国民の利益の観点に立って、特殊法人等の
見直し、民営化を強力に推進し、特殊法人等向
け補助金等を削減する。郵政事業の民営化問題
を含めた具体的な検討、公的金融機能の抜本見
直しなどにより、民間金融機関をはじめとする
民間部門の活動の場と収益機会を拡大する.
医療、介護、福祉、教育など従来主として公
的ないしは非営利の主体によって供給されてき
た分野に競争原理を導入する。国際競争力のあ
る大学づくりを目指し、民営化を含め、国立大
学に民間的発想の経営手法を導入する.また、
規制を極力撤廃し、自由な経済活動の範囲をで
きる限り広げるとともに、消費者・生活者本位
の経済社会システムを実現する。」
乙のように自己責任原則の確立、福祉・医
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療・教育などの分野への競争原理の導入が提起
される.すなわち小泉構造改革の多くは、先に
検証してきたように経営者団体が提唱してきた
「自助自律・自己責任」原則を実際に推進する
ことであったのである.
そして、①教育改革、②年金改革、③医療改
革、④介護問題、⑤地方改革等の具体的諸問題
が提起されているが、これらはいずれも小泉内
閣以後の安倍内閣・福田内閣・麻生内閣の生死
を決するほどの重要な課題となっているものば
かりである。小泉構造改革の起点たる本文書に
おいて、これらの課題に対していずれも「自助
自律・自己責任」の原則が提起されている.
すなわち同文書は次のように述べている. 
. 個人支援を重視する方向で、公的支援全体
を見直す中で、教育を受ける意欲と能力が
ある人が確実にこれを受けられるよう、奨
学金の充実や教育を受ける個人の自助努力
を支援する施策を検討する。
.学生・社会人に対しては、奨学金の充実や
教育を受ける個人の自助努力を支援する施
策について検討する。
+r自助と自律」を基本とした持続可能で安
心できる制度の再構築
.社会保障の3本柱である年金、医療、介
護は「自助と自律」の精神を基本として、
世代聞の給付と負担の均衡を図り、相互に
支えあう、将来にわたり持続可能な、安心
できる社会保障制度の再構築が求められて
いる。
.自助努力の支援
公的年金の見直しに合わせ私的年金を拡充
し、企業年金の改革や確定拠出年金の早期
実施・普及等を図る。
+r自助と自律の精神」 自らの判断と財源
による魅力ある地域づくり
今後は、固と地方が互いに関与・依存しあ
う仕組みを改め、「自助と自律の精神」の
もとで、各自治体が自らの判断と財源で、
行政サービスや地域づくりに取り組める仕
組みに是正する必要がある。
.自助と自律に基づく新たな国・地方の関係
の実現には、まず、受け皿となる自治体の
行財政基盤の拡充と自立能力の向上を促
し、固に依存しなくても「自立し得る自治
体」を確立しなければならない。
.受益と負担の関係の明確化
地域に必要なサービスを住民が負担との見
合いで自主的に選択し得る仕組みが、地方
自治の前提であり、自助と自律の精神がこ
れから生まれる。
.地方税の充実確保
地方の自律性を高めるためには、地方行財
政の効率化を前提に、自らの判断で使える
財源を中心とした「自助と自律」にふさわ
しい歳入基盤を確立することが重要であ
る。
ここには、教育、年金、医療、介護、そして
地方改革も、すべて「自助自律」で推進すると
している。教育では、個人支援を重視し、公的
支援全体を見直す中で、個人の自助努力を支援
することに集中し、年金は公的年金の見直しに
合わせ私的年金の充実等自助努力支援に努め、
医療・介護も「自助と自律」を中心とした制度
構築を行い、地方改革は、「自助と自律の精神」
の基に、『自立し得る自治体」を確立すること
が求められる。かくして今日におけるわが国の最
も重要な課題となっている教育、年金、医療、介
護、そして地方改革等祖会的経済的問題は、すべ
て自己責任原則による「自助自律」の論理の下
に、個人の自助努力に委ねられたのである。
そこでは「強い個人』が希求され、 「脱落者」
は『自己責任」の名の下に切り捨てられた。そ
の犠牲者の最たる、失業や非正規雇用などに苦
しむ若者・女性・高齢者たちに「自助自律・自
己責任」を強要し、彼らの中に自己責任意識と
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自己嫌悪意識を醸成し、彼らを孤立と絶望と不
安の中に落としこめてきた。まさしく格差社会
が進展し、若者・女性・高齢者はじめ多くの
人々は、生命と人生といった人間存在の危機に
直面してきたのである.
その結果、福祉・教育・医療・介護・社会保
障の分野で混乱と破壊が進行し、年金問題や雇
用問題、経済的格差、社会的格差の諸問題が噴
出してきたのである。乙うした格差社会の進展
は、「自助自律・自己責任」を基本的イデオロ
ギーとする新自由主義経済政策に起因する。そ
こでは、市場原理主義、競争原理主義、個人主
義、利己主義が蔓延する.かくして社会的混乱
は極度に高まり、金融危機、経済危機はては社
会的な危機を醸成していくことになるo r自助
自律・自己責任」はここに破綻したのである.
この破綻に対し、その根本的解決のためには、
「自助自律・自己責任」の基本原則と異なった
別の原理の構築が求められる。それは何か.次
節においてその原理の解明を行う乙ととする。
6. r自助自律・自己責任」に代わる「相互自助」
の原理
近年では「自助自律・自己責任」の動向に場
りも見え始め、その批判も生まれ、それに代わ
る連帯と協同の方向が探究されるようになった
のは前述したとおりである。いま「自助自律・
自己責任」に代わる基本原理を探求するにあた
って、「自助自律・自己責任」の基本思想を検
討し、それに代わるべき思想を明らかにするた
め、その人間観にさかのぼって検討することが
求められるであろう。
(1)個人主義と集団主義を超える「関係主韓」
の人間観
「自助自律・自己責任」の根本原理は、近代
資本主義社会の個人主義に適合的な基本的理念
である.個人主義である点においてそれは近代
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社会において不可欠であり、前近代的な身分社
会・隷属社会から個人の解放をはかるものとし
て歴史的意義を有するのは事実であろう.また
いわゆる近代化が不十分であった社会において
は、近代社会の個人の自立や個人の解放といっ
た課題が未解決のままその課題が残されている
場合もあるであろう。しかし近代社会の形成・
発展期においでさえ、近代社会から疎外され主
体的条件を欠いた人々にとっては、個人の自立
や「自助自律・自己責任」といった個人主義に
よって、自らの疎外状況や主体的条件欠落の問
題を個人の問題・自己責任ということになり、
その理念は全人類的な普遍的なものではなかっ
た.いずれにしても、近代の個人主義がその歴
史的条件を超えてあらゆる時代に普遍的な絶対的
条件とされたとき、媛小化された人間観・社会観
が普遍的な原理として強要されることになる。
問題は現代における人間観は何かということ
である。その人間観には次の3つが考えられ
る。第1に社会的関係を欠知したアトム的存
在としての個人中心の人間観・社会観たる「個
人主義」、第2にその個人主義の裏返しとして
個人が没却し個人の犠牲によって形成される
「集団主義」、第3にそれらを超えた、自己・
他者関係において自己および他者を把握し、そ
の関係性において新たな創造が行われるといっ
た「関係主義」の人間観である.
「自助自律・自己責任」はまさに個人主義の
人間観が体現されたものであり、その意味から
すれば集団主義の人間観は「外部依存・他者責
任」ということができるかもしれない。しかし
近代社会初期において一定の有効性をもってい
たとしても、歴史的社会的条件を無視した「自
己責任」の強要は、主客が転じれば、「他者責
任」の追及でもあることを認識しなければなら
ない.情報の非対称性や欠陥商品について、そ
れを「自己責任」として消費者の責任とするな
らば、情報を狙占し欠陥商品の責任を有する企
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業の「自己責任」を免罪し、消費者の「自己責
任」ということで「他者責任」を追及すること
になる。個人主義と集団主義が裏返しの闘係に
あるのと同じように、自己責任と他者責任も裏
腹の関係にあるのである.
それでは第3の関係主義の人間観とはどの
ようなものか.ここに言う関係主義とは、人間
の関係的存在を人間存在の本質として重視する
ものであり、個体的存在としての自己は他者関
係においてはじめて自己であり、他者との依存
的関係・対抗的関係・相互的関係において存在
する。したがってその関係の特徴は、個体的自
立性と自他の相互性との統ーとして存在する。
個人は個体的存在であるが、しかしその個体
は②時間軸の継起的な意味で父母や祖父母、人
類の歴史を継承している、②場所軸の社会環境
の受容的な意味で、社会文化を受容しており、
その意味で個人は単なる孤立的な個別的存在で
われる。
この自他関係は次のように図示することがで
きる。
すなわち自他関係は、①自他のそれぞれの個
別利益と②お互いの相互利益と③自他に還元され
ない共通利益を構成することになるであろう。
(2) r相互自助」の基本原理
このような関係主義の人間観は、国際協同組
合運動における人間観や相互自助の原理の中に
貫かれている。
1995年『協同組合に関するICA声明の背
景文書』によれば'(13)、人間協同が不可欠とな
る根拠は、①個人の限界性と②個人の発達可能
性の2つの要因に求められる。人間のその限
界を克服するととから他者関係を不可欠とし協
同関係が生まれ、人間の発達を可能にするため
に他者関係を必要不可欠とする.こうした人間
〔自己+他者〕キ〔自己・他者)+ (自己+・他者+)+ (自他問〕
〔自他関係) =争[個別利益) + (相互利益+(共通利益〕
はなく、その存在自体がすでに歴史的かつ社会
的存在であるのである。
個人は自他関係においてはじめて個人である
が、との自他関係は相互関係においてお互いに
それぞれ相互利益が享受される「相互授受性」
と、相互の問つまり自他の聞に新たに生まれる
「問創造性」とが生じる.相互利益を享受する
授受性は相互利益が自他相互に内部蓄積される
ため多くの人々に認識可能であるが、新たに生
まれる創造性は自他相互内部にではなく自他そ
れぞれを超えた自他関係それ自体の中、すなわ
ち自他の聞に生じるため自他関係の終了ととも
に消滅するかのように現象する。そのため乙の
創造性は個人には必ずしも認識されるとは限ら
ず、そとに個人の自覚の役割が重要になると思
(相互授受性) (間創造性)
存在の限界性と発達可能性に他者関係・協同関
係の必然性を求める協同原理から出発すること
が求められる。これが協同組合運動の人間観で
あるとするならば、まさしく先の関係主義の人
間観そのものといえよう。
国際協同組合運動が推進してきた「相互自
助」の原理とは、自立したものの相互扶助、独
立したものの協同関係、自立と独立のための相
互扶助・協同関係のことであり、相互扶助と自
助が統一された概念であり、現代的協同の基本
原理であると考えられる。
ところで協同組合の定義・価値・原則の背後
にあってそれらを規定する「協同組合の哲学」
とは何か。同じく 1995年『協同組合に関する
ICA声明の背景文書』では「協同組合の哲学」
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として、①「人間の尊厳」、②「相互自助」、③
「経済の民主主義」の3つを提起する。この
「相互自助」とは、人びとの自助のために相互
に協力し、同時に自立した人びとによる協同を
追求するというととであり、 「相互扶助」と「自
助」が統一された概念である。これは他の組織
にはみられない、協同組合の独自の基本的な立
場である.協同組合の哲学における第2の「相
互自助」の概念は、前述したように「自助」と
他者との「相互扶助」を含んだ概念であり、そ
の相互関係を重視した考え方である.これは国
際協同組合運動において長年にわたる中核的概
念であった。また同背景文書は、「連帯」の価
値に言及し、「連帯は協同組合思想の核心にあ
る2つの基本的な概念である自助と互助の原
因であると同時に結果でもある」とし、「協同
組合を他の経済組織の形態を区別するのはとの
思想であるりとしたo r自助と互助」を中核的
思想とするのであり、これは「相互自助」と同
義である.
まずこの点についてふれよう.
1921年のICA(国際協同組合同盟)第10
回大会で採択された定款の第1条は、次のよ
うに「相互自助」を位置づけた(14)。
第1条1895年ロンドンで創設された本組
織は国際協同組合同盟と称する。
国際協同組合同盟(ICA)I立、ロッチデー
ル先駆者たちの事業を受け継いで、完全独
立と自力の方法で、現時の競争的な私企業
制度を、公共の利益のために組織され、相
互自助に基づく協同組合システムに転換す
ることを追求する。
このように、国際協同組合同盟は「競争的な
私企業制度を、公共の利益のために組織され、
相互自助に基づく協同組合システムに転換する
こと』を目的とすると宣言したが、そこでは「相
互自助」が協同組合システムの根本原理である
とされている。
経営情報学論集第16号 2010.2
のちにG. フォー ケ(ILO初代協同組合局長
となったフランスの協同組合運動の指導者・理
論家)は 1934年のICA第14回大会におい
て、「相互自助J(mutual self-help)が「自助」
(self-help)と「相互扶助J(mu国al 回d)の三
つからなる協同組合の一般原理であること、一
体的な原理であることを主張している(15)"
1992年のICA第30回大会におけるべーク
報告では、協同組合の基本的価値の検討を行っ
た結論として、いくつかの価値の中から最も本
質的な価値として、①平等と公正、②自発性と
相互自助、③経済的社会的な人間の解放、をあ
げていた(1目。
そして現行のICA定款においては次のよう
になっている。「第1条名称と所在地」につい
で「第2条目的」のa)項に「相互自助と民主
主義に基づいて世界協同組合運動を促進するこ
と。J(“'to promote吐leworld ∞ー opera世ve
mov田nent，basedupon mutual self -help 
and democracy")をあげている(17)0
さらに国際クレジットユニオンは、「国際ク
レジットユニオン運営原則J(1984年)を定
め、そこで「クレジットユニオン運営原則は協
同の哲学とその平等・公正・相互自助の中核的
価値に基づいている。J(Th田eCredit Union 
()Perating Principl田町efounded in the 
philosophy of c∞Iperation釦 dits central 
valu田 ofequality， eqlUty田ldmutual self 
-help.)として、相互自助(mutualself -help) 
を位置づけている(18)0
このようにICAをはじめとした国際協同組
合運動の根幹的位置にあるのが、この「相互自
助」である.これは前述の人間観とも関わり、
関係主義的人間観であり、「相互」と「自助」
の2つの要素の統合されたものであり、他の
組織にはみられない協同組合の独自性を発揮す
る基本原理であるといえよう。その意味でとの
「相互自助」は本稿で検討対象とした個人主義
-37ー
経営者団体による「自助自律・自己責任」の展開(堀越芳昭)
の「自助自律・自己責任」の「自助自律」と異
なるものである.
「相互自助」に体現された協同の根本的な特
質は、自立・独立したものの協問、自立のため
の協同にあり、自立と協同の相互関係、相互扶
助と自立の調和的統合にそれを求めることがで
きる.すなわち自立性・独立性を前提とした協
同、自立性・独立性を志向する協同ということ
であって、決して自立性・独立性を否定して一
体化する乙とではないし、協同性を否定した個
別性ではない。すなわち協同の特質は「相互自
助」であり、「自立協同」なのである.
そのようにみてくると、 21世紀は「相互自
助Jr自立協同」としての「協同の時千むであ
るということカgいえよう。
おわりに
こうした中で 2008年 10月号の月刊誌『世
界』は、 rw若者が生きられる社会』宣言」を特
集して、作家・精神科医の“なだいなだ"とヤ
ンキ一作家“雨宮処濠(かりん)"が「相互扶
助が自己責任論を打ち砕く l 老人と若者の連
帯で日本を変える」と題して対談している。そ
こでは現在の貧困や苦悩を解決するために最も
大切なことは、著者や高齢者たちが「相互扶助
の精神」で連帯することであると強調してい
る(19)0 このように相互扶助と連帯への大道が
求められ、協同の再評価が始まったということ
は、歴史の動きが連帯と協同の方向へ大きく舵
を切り替え始めたこととして注目されなければ
ならない。
本稿第1節で述べたように、「自己責任」に
対する批判、格差社会の問題指摘、そして連帯
と協同への期待といった最近の社会的変化に着
目するならば、それまでの自己責任一辺倒の流
れから「自助自律・自己責任」の破綻とともに、
連帯と協同の大道が求められ、歴史の動きが協
同の方向へ大きく転換し始めたとみなすことが
できる.
こうした転換点において求められる社会経済
システムの方向性は何か.それは①新自由主義
的な自助自律の社会経済システムではなく、そ
してまた②国家主導型社会経済システムでもな
く、まさしく③人々の生活と人生といった人間
存在の根底において、自発的な人々の結社によ
る協同活動と地域における自主的自治的活動が
結びあった、いわば多種多様なアソシエーショ
ンとコミュニティの自治による、連帯と協同に
基づいた「相互自助」の社会経済システムに注
目されなければならない。
ここにいう相互自助の社会経済システムは、
歴史的継起と社会環境的受容を伴った個人と他
者との関係性を重視する、個人主義でもない、
集団主義でもない、新しい人間観としての関係
主義に立脚した、国際協同組合運動が推進して
きた基本原理である。現代における最大の社会
的課題は、格差社会の超克であり、福祉・医療
や食料や環境、さらに雇用や教育や若者たちの
将来の人生の問題・人間存在の問題として提起
されている深刻な社会的公共的課題に対して、
よってどのように解決していくかにあると言え
るであろう.
【注】
(J)本稿の「自助自律・自己責任」と「相互自助」に
直接関わる筆者の論稿として、さしあたり以下を参
服されたい.
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「協同組合の基礎概念ーその哲学・定義・特質
J (日本大学経済学部『経済集志』第72巻第
l号、 2002年4月).
「人聞にとっての『協同』の必然性とその条件」
(日本共済協会『共済と保険12004年2月).
・「利己的諸個人を前提としたアダム・スミスの『共
感』と今回目『協同JJ (農林中金『農林金融J2004
年11月).
r自助自律』か『自立協同』かJ(日本共済協会
『共済と保険12006年3月)，
r自助自律・自己責任』の破綻J(日本共済協会
『共済と保険12009年3月)，
r自助自律・自己責任』の破綻と協同組合の役
割J(協同組合経営研究所『にじJNα627.2009 
年9月)，
(2)イラク人質事件に関する文献としてはさしあた
り、イラクから帰国された5人をサポートする会
編『いま聞いなおす「自己責任論Jl新曜社、初日5
年参照.同書中、久保亭「政府・与党が誘導した
自己責任論」、瀧川裕英 rl自己責任論』の分析魅
力と限界」、醍醐聴「国際比較で見た日本田自己
責任論」、山口正紀r自己責任』とメディアの責任」、
八木紀一郎 r自己責任』とは何だったのか一民主
国家における政府と個人の責任j の諸論稿が興味深
い。
そのうち瀧川論文は自己責任を区分して、①責務
としての自己責任(自己責務)、②原因としての自
己責任(自己原因)、③負担としての自己責任(自
己負担目自業自得・費用負担)を摘出し、己れら 3
つを混同してはならないとする.それによればイラ
ク人質事件の場合は、事前田注意を怠った自己責任
としての自己責務は負うべきであるが、自己原因・
自己負担(自業自得・費用負担)としての自己責任
ではないとし、この件の問題性は自己責務が自己原
因・自己負担にまで転化していったことにあるとし
ている.また同論文は、自己責任論が、効率性・自
由・公平・平等の価晴と結びついているため一定の
根拠を有する乙とに目配りしつつ、人間関係のぬく
もりの欠如や個人の挑戦意欲の剥奪・委縮をもたら
す乙とやかえって不平等の惹起を生起する場合があ
ることから自己責任論の限界を指摘する.
さらに山口論文は、今回の自己責任キャンベーン
が、「自業自得論Jr自己負担論」となり、政治責任
回「責任転動宇「責任隠蔽」に展開していったと
告発する.
以上回イラク人質事件の「自己責任Jが有する問
経営情報学論集第 16号 2010.2
題性f;j:.本稿のような社会経済における「自己責任」
とは異なっているとはいえゐ自己責任が有する限界
性や危険性に対する一つの警告として傾聴に値する
であろう.
。)以上の2つの文書は、内田公三『経団連と日本経
演の50年ーもうひとつの産業政策史』日本経務新
聞社、 1996年、 p29， 227より。
(の以下回引用は 日本経済団体連合会(日本経団連)
HP:h仕D・//www.】ceid町立-en.or，拍/indexi.h白首よ
り.
なお「【図表3l日本経団連による『自助自律・
自己責任』論」を本論末尾に掲載したので参照され
たい.
(5)以下の引用は、経済同友会HP:註且ょ丘主主主
些些生虫4こより.
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なお「【図表4]経済同友会による『自助自律・
自己責任』論」を本論末尾に掲載したので参照され
たい.
(6) r経済同友会50年のあゆみ(資料集)J ((社)経
済同友会、 1997年)，
(7)当時経済同友会の代表幹事であった木川田一隆
は、「自己責任原則」を自由企業制度の本質ととら
えた論陣を張っていた.その企業社会責任論、社会
との調和論、互助互恵論など興味深い主張を展開し
ていた同氏は、「社会的責任とは社会の鏡に反映し
た個人的な責任でなくてなんであろうJ(木川田一
隆『木川田一隆論文集』政経社、 1971年、 p197) 
を引用して、社会的責任を自己責任として把握し、
また自己責任を主として企業および経営者の自己責
任とするといった特徴を有している(同論文集、 p
71、166、246、275参照)，
(8)堀越芳昭共編著 r企業の社会的責任論」の形成
と展開』ミネルヴァ書房、 2006年における拙稿参
照。
(9) 1995年ICA声明における協同組合目価値として
の「自己責任」は、協同組合の目的実現や発展に対
する各人目
義滞在言い、ここにいう第1の意味である.なお
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ICA声明に関しては本文以下も含め、 Dr.lan
Ma且血町son.
Co-q問習が陪 Princjples/or t主目 21stC回一
丘町，;S口組自由1dReports No.26)CA，De由 mber
1995 
(日本協同組合学会訳編 121世紀の協同組合原則』
日本経済評論払 2000年参照。)
(1ω経済財政諮問会議:2001年1月発足した経済
財政諮問会識は内閣府に属し、総理大臣が議長を務
める日本政府の重要な政策立案機関であり、新自由
主義経清政策・ 「自助自律・自己責任」を促進して
きた.とくに小泉構造改革における同会議の役割は
極めて大きかった.なお、この会議において新自由
主義・ 「自助自律・自己責任」の政策化には、日本
経団連や経積同友会の見解や意向が強〈反映してい
た己とを看過することができない.
この経済財政諮問会議と並んで規制改輩会議も新
自由主義・ 「自助自律・自己責任」の政策化におい
て重要な役割を果たした.乙の時期内閣府の「規制
改革」の推進が新自由主義・自己責任論を促進する
ととになる.村山内閣(1994年6月-1996年1
月)の 1995年の行政改革委員会規制緩和小委員
会、橋本内閣における 1996年の規制緩和小委員
会、 1998年-1999年規制緩和委員会、 1999年
-2001年小調内閣・森内閣の規制改革委員会、
2∞1年-2004森内閣・ぇ1泉内閣の総合規制改草
委員会、初04年-2007年小泉内閣の規制改革・
民間開放推進会議は、新自由主義経済の推進や自己
責任論の促進に重要な役割を果たしてきた.
(11)経済財政諮問会議HPより.
http目//www.keizai-shimon.g.臥jp/cabinet/2001
/'decision 0626htmlより.
(12)経済財政諮問会議HPより.
h壮p://www.l<由al-sl曲n町田臥jp/cab!netlcbro.
主主g主魁より.
(13)以下1995年『協同組合に関するにA声明白背
景文書』について、注めと同じ、原著はpp13ー 14，
p6，p15-1且邦訳は31-32ベー ジ、 24ベー ジ、
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34ベージ参照.
(14) ICA，J日匝χ1ItofめePr町田坦位喧sof必'eTent.企
ιl:mgre百 αfthe 11恒国他血fιb 哩四'atlve
A必包n四 heJdat JJasle 22 nd ~ヲ 25t古 August
1921，pp 72-75 
なお， ICA定款に関して次の拙稿参照.
r1937年ICA原則の成立とICA定款の展開独
占禁止法適用除外要件白根拠ー」中央協同組合学園
『農協基礎研究』第17号、 1997年7月.。5)I巴A，ReJX)It0/めe月四回佳昭'Sof the Four-
脱出必 Co1，宮a百 0/tJ守e1l1白血曲bnalco -op-
era.が陪AUian四 atLa配fon4 t古白7必5旭丘四-
ber， 1934，p.167. 
(16)旦ムベータ著/日本生協連・生協総研訳『変化
する世界における協同組合の価値』コープ出版、
1993年、自、 43、185頁.
s.Ake Book.CO -OPERA Tlf宮路4LUES1N A 
C阻んじ'ING If四'LD，Re即 rt回世1eICA Con 
gr日;sTokyo.伐旬以'"1992，S回世田 andR耳目指
Nα19，p目13，51，206.。7)I巴A.Reviewof Inte口国百onaiCo-ooe回世on.
Volume 9札No.3，1997ι15.
(18) r国際クレジットユニオン運営原則」は以下参
照.
h止ロ://www.w田 cu.町広/f国益C世田国/吋ewdocu 
mentpho百d=Ooe回目ngPrinciples
(19) I世界』第783号、 2008年10月号、岩波書脂、
140-148ベージ.
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【図表3]日本経団連による「自助自律・自己責任」首 (太字・筆者による)
年月日 文書名 分類 主 な 内 容
1 I 1983年 1月26日 か『産わ業り合行い政にと関事す業る活章動E田Uか 富喜響子 調2E誠君津2躍ZE皆、通常田輔宮動に対する
2 1985年 と「語基盤が整国情産』業の創造的展開 鱗濯す 規型『産制に調転型敏現かす置ら市べも場輔き吉原で紅理白あ書ると章企・劉業・.の出1て自己と入責札任盟量国I捧を翻基国語本襖に型し、たあ基盤る整いは備
3 I 1991年9月14日 『輯団連企業行動憲章」 屯在串准り・腫方業営行l者動基白 欝器購
4 1992年7月7日 経の「た済自め由をの目・提透指言明し」て・公一E規な制市緩場和 舗護霊f-難欝隷
:ない‘ー との
B'・工"
瀧聾量E
5 I 1995年7月18日 提会「新言を産ー目起指業し・て新家」事精業神創を出育へむ社の 鯖霊華T も、国
置を
'3E:tや乞し画進π商さ恒慣れ也行る二」J市田Cこ ョコな下いに.リそスi hmr M 「-
Pせて、
雪与等の41 ス'.2';l
田崎耳 iある.J
6 I 1996年3月26日 けと「創企て業造~求四的行めな動人ら~材れI田る育教成育改に革向 ⑤人材社会・教生育活1 
7 I 1996年10月1日 責唱任力ーあ骨経る子日団但本連鯖Iピ創出自ジ造」へョのン 訳書2ま競治の「意争み自識な己を責展にらヲ任基開苛原づす主則いる量て的に。則公規他範正り業、かを曲企つ遵劃業守自愉す由理なる自競なを己遵争ど責、守を企任展し業原つ開倫則つす理、にる由則公.徹正そり底、かのをっ際自図助、自る法由・.Jな樟自
2020 
8 I 1996年12月10日 一税言『樹財ーに」政政値構民す主造る主改国義革軍のをに確向目指立けたとし納提て 銀喜華子・
徹目にら「説れ活お底て性々い田fはてい4E民にるも原カ行主あ則t財餅るに槻財政こ基止樟にとづ構伺、をい効正造もて副率成か、性2ても財誌、依のは政市究な存構場極すら造原由なるを理い目と改標.由い革導一はうし入方あこて、れくい国ま自くで己で民責己経の・と丑意任済当が厩識曜・ま則担のを金側改自め
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動め力、し、を自実己国責民現任がし原な自則けられのをば徹税底金な田しら、使な改途い革圃を」主に体向的けたに取決定り組すみるに明積政極的民主に協主
9 1996年12月10日 度日の重再明構で築持を続求可め能るな」年金制 器喜fF-民田しり鳴、は知て齢国お恵自者民らくと活自のこ選生力自と活助択カを匂揖最をと量公力め買大世的限にられ年よ田にて活金るも私だお用と的すけにりで年、べ支金現年き役金でえ田倒充酎るあ実る産とt.かをにと」は急おら、必いぐ最必要て要な早も不、が貴民あ金可能間るを.準企で業国あ備
10 1996年12月17日 引「企き)業j行動憲章の改正(手 ①準在企り・経方業営行3者動基自 経に「詩基自づ己体責制い任ので前回公強提正で、化透jあカ明る唱、自え己自責由られな任原競そ串則のにを展の「実っ開行すと田るり、手.J引自助きj・で自律「市童場障
11 1996年12月17日 社ンI世会~会代」保保障障を越制制え度度て改を持革目続指の可ビし能てジな~ ョ ④担金社福会祉保障3・
12 1998年 7月21日 金咽銅肢民のが信再帯頼擦でをきjる公的年 器謹F-
13 1998年10月12日 紀経『済書に日戦本社お略会経It会白済る議豊構四へか築再のでの生嵯精たと言力め2あに1」世るー 富寵詰f-密『経告済に界、構と造して改革も、を市前場向経きに費主受離け止の買め撤る必ー 要自が己責あ任る原.J則自徹底を
14 1998年10月20日 制田『経推回済確進立再とを生透求に明め向なる行け」規政制運緩営体和 ②規経制改演革改革6・
15 1998年12月10日 あI消り方費に者つ契い約て法」 (仮称)の ⑤人相社会・教生育活2・
16 1999年 9月29日 金の融ためシにステムのー圃の強化 富寵智子
タるに自「。、己ー自」己責自シ『責財任己の政任原責闘負原怪則揮則担とをの市自を確明場確吉立確規立めし化膨揮とてと市大をい透場基なく明担規本問孟性樟と端主のし麗発た向金軒揮金上町融由なを取た費シ図引めス用っにテ申をて伴請軽ムいう滅制由くリ度す実必ス現目る要ク整をとが推備とと進あリも
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金れ由しと要等てカ望かい憤因星つ帽がまく回発上経しか済生b全L情しら額、勢な保預のい護滋金限に者変り替等、なわ特にどる金例自新曜措己し櫛責置い賄は任セ量をに当ー著初問フいのしテ予いうイ障定るネ環通害ッ境をり廃カトも喧がた止整すいら備ヲ、る鳴預さと
17 2000年4月18日 方「財立政由自実助現をに基向本げとてしjた地 鰐誼f- 『自立自助」を提唱
18 2001年10月16日 革て白要ーと0」望行01政ー年経改働繍革経社の団会断連行の規構に制造向改け 富寵語手・
19 2001年叩月17日 輩『厚説草生自曽に働闘省す「る医見曹解制」度改 ④社杜会観全保[4障・ 人あを『持揖ひる次覇.と」河りして能白、で「安自自定立国膚的・力な自助医を療促探す自7検己E責制め舶白度書を腸構を軽築基量す本備るをとた図し、める国巴と}民と主カ自濯国釘駅民耳肢で1 
20 2002年叩月15日 引「企き)業」行動憲章田改1E(手 ①準在企り・経方業営行4者動基の 経に『基済自づ己体責い制任での前回公強提Eで伽透あ現カる唱自え己自責由ら札任な原続そ争則のにを展の『実っ開行すと田るり、手.J引自助き」・で自『樟ー慮臓
21 20田年1月14日 す封q働るE療省基試制本案度的I目考に揖え附本方す改とる革見「厚解に」生闘 ④社杜会撤金保回障・ 鰐H「担俄み騨賞等拍品の樹導ん政責購」任を負曾い、品自主器・官自立設自貯己責任J1の1下君、保主5険2者
22 2C田年3月18日 ト『安担金心を・安目指全しでて自」由なネッ C人E材社会・教生育活3・
23 2004年5月18日 引「企き)業」行動憲章の改正(手 ①準在企り・経方業営行5者動基四 連請を『企基はす業にる由不措圃」祥置自事を責決を任起定、こして自した実己判企施断業し、にに対改よる善し行て軍動、とそを自徹己の産責実任施する状にι基視づの「報く日本告申経をし団要出
24 2004年12月14日 来闘可すを甘育政るむ由提た持言め続~に活可~能力」性溢確れ保る未に 銀事華F-
25 20佃年6月20日 必織グ「主要~と体准j個的人とな支目キ援視点ャ田目リあマアり博方ッ成チ~組田ン C人E性材会・教生育活4・ 自己マネジメント力(自己責任意島章司量的
26 20回年6月20日 あレ「我ーり方がトに固・つガにいパおてナ」けシるスコ制ー 度ポ目 ①準在企り・経方轟営行6者動基四 資示いる「本家.て朝来行朗ま、動たと自株、すい己政式責るう投任告市府側場や資に基証家がと券肱い時あて保取るル、.引護」各所ー4ル種に公正や目は情株取理市式引場に取の従確引にお体っを行てい、て適う企べ、時業き適自己切やと株責なこ情主ろ任、で報にあ凋投基
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27 2007年1月1日 『希望の風日本」 里離F-
28 2007年4月17日 引「企き)業」行動憲章白改正{手 ①準在企り・経方業営行7者動基自 連背を「企基肱す業にるの不措.J祥置自己事を責決を起任定、こして自し実己た判企施断業し、に対改よ善るし行策て動、とそを自徹己の底責実す任施状るに.基況」づ回「報日く本申告経をし団要出
29 2009年2月17日 可負しI国能担て民由な一設安全社計体会心で保・」安支障全え制度なあ未をう来持目続指と 器喜fF-
【備考】 1-2 内田公三『経団連と日本経請の50年 もうひとつの産業政策史』日本経諦新聞社、 1996年、 p29、227より作成.
2-29 日本経済団体連合会{日本経団連)HP:h即 //WWWs.el曲nrer凶 r品/由d眠 j，h出旭より抽出作成。009年6月22日).
【図表4]経済同友会による「自助自律・自己責任」論 (太字・筆者による)
年月日 文書名 分類 主 な 内 容
1 1960年7月15日 『貿易・晶著自由仕謝理由 富手喜宮里吉 田『基融本機とす関はる・・・公共性に基づいた自己責任原則目貫徹を経世
2 1960年10月28日 意「企J!J業制制田改正に対する ①準在企り・経方業営行2者動基自 期「企す業る目と安と」易な資金調達の強度を反省しもって自己責任回徹底を
3 1965年4月15日 血噺し休い川自田由一倍量体制田植 量字書宮里吉 機るとし「風想、当を潮新招面憧白が力くし危.た目い」機か培自「企養まを由概れ業企ば塗3業自:1，主体せ自d技ん制由漉術企をと漕す業膏の位者る体開制発せあ由なよま白自根.己&り」膏、本企新任を業そのし覚のいこ払嵐経自己営君②責自!任意協由経を調を看駒的明過確競田l危争化
4 1972年1月21日 田「新一冊し目い経済白書脳包休川 器著者F-会よる「そ構.べj成のきで場員、合削企目自福業己:責も担任国金原民肱則福、祉専各工場自ら園由に努貢田力手献にす立まる経かつせE営助政るE策の置での確はの祖な立会にく努、で社あめ
5 1985年4月26日 団「』『聞にか向れけたて行」動(石す原る政告策自集 富者富野- よコ日噺本るとすし』『い民ると用時し『漸て主代措田のし聖経い国E成誼済際孟長化同きd』友を会実を行建追の役求す設割るしすてる乙主いとこα.とく喧.と剤」車と耐静草園新②理と『世民と界間自悟の己カた責め任をテのに
6 1988年1月22日 制立を哩緩めとざ輸新和市一して場自いー己公田」構責共、任政監査原賓化則の展的と規確開 富離す・ ばす『規、るそ制とれ輝とはで和を経あ推済る准社.J会する田発ため嵐の段基階本に的ふなさ視わ点しをい一自言己責で表任現原則するを確な立ら
7 1990年10月四日 『第三次行革審に望む」 ⑤i材社会・教生育活1 制と「金強とで化量なもに個つく人てながもは行なら政なら世いな存よいか固う、ら『消B十担費分割者なし保注『油意自己カ泌田責名翌要日ので車も見あ山とるに.を」安里司易守なす規る
8 1991年4月24日 し『て『時」代鑓へ水の挑船戦』を使命と ⑤人材社会・教生育活2・ し『①、自自己由責と責任任を貫回確徹立すaる決自意由をを主持張てす。」る以上、 企業も個人も自立
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9 I 1992年1月4日 劃る『行日動本伝跡由社年会曲面世と界調和と調す和る企す ①準在企り・経方業営行4者動基の 月九!皇器竪鴨欝る鑓2盟戸時
10 1992年4月23日 新「創j造a跡的経働営への自己革 ①準在企り・経方轟営行5者動基四 め『経.J営者は、自ら田判断と自己責任において企業経営に取り組
11 1995年6月23日 済「企の棄新事た精な神る飛直活周に向日本け経て ①準在企り・経方業営行6者動基自
議百r訟韓でヲ自謹認欝irs鰭習審
る。」
12 1995年9月8日 要制待『規望緩す制和る」行撤小政廃委改員・緩会革和垂田活に員関躍急すに規期る ②規制経改済革改革3・ 接歯由自肱『ー競供己責接曜争が任供由の給実運促に者現進基用づ成のにさ供オ向果くL給遷け申責運た択公任前用を闘徹回向技を術底早あき急な田すり方議向るに、行論た上需な前めを担要必にう団家要べも結す司で、き時である自た己価ある責.めベる」任.ーにo機原スも則関で、比患投ま貴た較、宜家可
13 19岨年1月10日 動旧指本針再ー生19へ96の年経年営頭者見由行解 ①準在企り・経方業営行7者動基自欝襲欝議議
14 19岨年7月4日 支し日えてb豊る新情か報なし化情い報社」社会会田創を造めざを 軍人材社会・教生育活3・
15 1997年1月9日 由「ア市ク場シ主ョ義ン宣・プ言ログ2ラ1ム齢ー紀」へ 富寵語f-
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てし、い企く業ととと個で人あ前る.市1場を通して相互に選択しあう関犠を作り上げ
16 1997年3月27日 具日「体本こ罰経う済して白仕日本組みを変を憂ええるる ②規経制構改改革革5・ 示「市さ揖れ多た書情晴報官を、も企と業に、・個自人己責を荘問b居覗fl!、1:基間珊づ時いつてわ、掘か調り活やす動をく行開
っているー 」
17 1997年4月24日 改会『民革牛間を尉活ー力1匂9を静97引情年き開度出見通す常構」造総 ②規経制構改改革革6・ 」底農E守抗耕訟寄託請報議醤f器議モテ商容電器24詰車里E描叩J建量都究産君目一主減主
18 1997年4月25日 基を「安求本自心め情てしえて一」生社活会で保障き改る社革会の ④社社会会福保祉障2・
19 1997年6月24日 市田『効場構築車をリ中と信心頼とをした目経指済し社て:会 ②規経制慣改改革革7・ r3. 自己責任原則に基づく経営を行なう」
20 1998年1月8日 2の「1決日世本意紀ー経へバ済の情ブ届性ル浬化回を総閲へ悼決の我算喜一」と々 華字書E聖書
21 1998年7月四日 づ『地く方り」主権による新しい国 ③地財方政改改革革1・
に「わ取れりわ組れむPよLう期内待閣すがる全と力とをも集に、中経的済に投入とししてて経自済己責の活任直力再則生に
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22 1998年 8月4日 言「小」澗踊内閣へ田期待と提 富島草聖子 基そかれすづ咽ぞき曙れ自抜瞳らの本を企的自業な己責改リス任革ににト謹よラ遣っに取てす確るり所組立存むすでべとあきとるもと.にと」」、「当自白ら金の融特機色関を活が
23 1999年 2月18日 業由関『鷺わ競のれ再争14る力生因時ー向企代経上業営に)白者よ書のる』能日F官本力企削
量在管り方9轄 責築ャ「公任をリ正促にア基かすを圃っ賎づ」透成い『個オ明て性経人る演田もこ活高白と動書いに坦共なを闘通行る賞.なル」 うーとルグしてのロ冊整ーバ情邑ルは、な自市経己場済責任制シスに措テおムがいての自構キ己
24 1999年4月27日 経20「2営010由世年実紀問現を題のリをたー華めドりすに越一る合企え業計て ⑤人材社会・教生育活4・髄欝欝
25 1999年6月30日 をる「志育新あてし、るい尊人日重々本のしを、集目達う指成国でし一志てき ⑤人材社会・教生育活5・
」
26 1999年 7月28日 持めに「地すのて方る7た、のヶめ活章に力性一」化未あ来る・豊自に立希か望のなた固の @地財方改政革改革2・ すci自主性と自己置任に基づく真由地方の活性化・自立を目指J
27 1999年1月2日 「ベイの我オ々 フ白解立熱問題について 富島濯F-
28 2C凹年5月24日 踏情「求報まめ化えた進ら都れ属市のる政発イ策想ンをパ回転クj換トをー ②規制経改構改革革10・
29 2000年12月25日 C21世嫌在宣言j ⑤人材社会・教生育活6・ へ担ド『金民白をJ持主に思対主いっ義すやた個をるり定、権を着利育自樟てさ・せ義て・、務い自助樟く・責必全と要な任自担が己白金責書あ任識をる作。なの」意っとて識、パいと行ブくた動リ、めッ国にク肱民・マ自他イ国や者ン
30 2002年 5月24日 「小泉改革の進捗につい ②規制経改構革改革11・ 行理るた『改政経にと革基側済と、づ由目も主適担いに金役社て切会なのを「一的政達自人策責成己在目と責し断てをし釦果特てい、かたを「自わ促ねし助ばれてし努わ、ない力れよくら」覚な民っで悟て聞い企.の国を」業企新際由業た的体経に置競営し強者て争佑、力はに政市を努場治備原めえ・
て」
31 2002年 6月17日 を目「個指目人指す既がし主存て一役シ車スと両テなしムいる社白日本破会壊』を ⑤人材社会・教生育活7・
」
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32 2002年10月2日 権言づ『確自く」立らり考へをえの目、行指行財し動政てす改一る地革地埴の提埴主 ③地財方政改改革革3・
る.J
33 2002年12月13日 意「見教書育」基本法改正に闘する ⑤人社材会・教生活育8・ 告宜可に現眉対欠味耳ですで在l加進弘るは噌責なめ臨任教いら畠れ育やtさh、てれに」て関い自立いるわ構な心る造吋あ田ホ重改ら山ゆ要革宮、のる性結成唱に果つにり、立おいEてちい~J除帯て、理すな解るい自世とをら会考育由事凪えむl断ると.や自とそ行己カ耳為宣の
34 2005年11月4日 公ム1「0地化務目員方、提公生を言求務き一め員生地で制き方度と政」改府し革た白地へス方のリ ③地財方政改改革革4・ そをにめ「全運のなも曜営てけ自立す時れのJ主るでしま体」、なもぬ、「自ら地格地な己揖制決方いの公.定を」自呆務・己員た自決己制しE、責度-任改自革カ己噴決と責か三定任位れ・Dて→自拡己いね撤責る草任こ「地ではと地域杭並行方b島明要自し政治てで、進体的
35 2007年 4月3日 る「括社力会保あ障る制経度書改社革会」を支え ④祖社会会掃保車止障3・ 襲開蒜ア湿擁器移護哲踏議議if
【輔考】 1-10:r経揖同友会50年のあゆみ{貴料集)， (社)経済同友会、 1997年より抽出作成山
11-35・経済同友会HP:h社p:l/wwwJioyu回iorjp より抽出作成(2009年 5月22日).
-48ー
